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秋田ら（2009）と野口（2009）は幼稚園から
小学校への移行に関する縦断的分析を報告し
ている。秋田（2009）の研究の目的は、子ど
もが園と学校の差をどのように表象している
かを明らかにすることにあるという。そのた
めに学校という場を子どもはどのように象徴
的にどのように表象しているかについて子ど
もに絵を描いてもらう投影法的方法の描画法
を用いている。幼小間での描画の変化の園別
分析や幼小の相違の語りの分類から結果考察
している。野口ら（2009）は同じ縦断研究に
おいて移行経験による保護者の認識の変化に
ついて報告している。保護者を対象とした子
どもの園（学校）生活に関する５段階評定質
問紙調査を縦断的に実施している。卒園２カ
月前と小学校入学後２カ月後に子どもと保護
者それぞれの調査が行われている。移行期に
おいて保護者と子どもは幼稚園と異なる文化
を強く意識している可能性が示唆されている。
　学童保育においては子どもと指導員との関
係が子どもの生活の質に大きな影響を与える
と考えられる。下浦（2002）は指導員の立場
から学童保育における子どもたちの育ちにつ
いて述べている。異年齢集団での遊びの実際
やそこから育つ子どもの姿が描かれている。
また異年齢集団の意義についても言及されて
いる。四方（2005）も異年齢保育における遊
びの指導について実践経験からまとめている。
　増山（2007）は子どもの居場所づくりに関
して、学童保育、「地域子ども教室」、「放課後
子ども教室」などの違いや意義を論じている。
そして地域の子育てと地域の教育力という視
点を強調している。
の発達心理学会大会ではいくつかの報告が見
られた。石田（2008）は学童保育における自
由遊びを観察し、異年齢集団における遊び場
面に見られる仲間関係形成を考察している。
北原ら（2008）は学童保育ではなく「放課後
子ども教室」について調べている。教室を利
用した児童179名の子どもの「今日はどこで
一番遊んだか」「誰と遊んだか」「どれくらい
楽しかったか」「家で一人で遊ぶのとどちら
が楽しいか」「何をして遊んだか」といった
アンケートを実施し、教室の意義を検討して
いる。
　教育心理学の分野でも学童保育や小学生を
扱った研究は少ないようだ。教育心理学年報
の発達部門（児童・青年）で学校をめぐる発
達研究の動向について、認知、対人関係、自
己、精神的健康という枠組みで概観されてい
る。仲（2003）は、それらの多くの研究が「学
校」文脈の研究であると指摘している。しか
し学校の文脈に関連して放課後の小学生の生
活や発達についての研究や小学校低学年を
扱った研究はほとんど見当たらない。しかし、
2009年になると教育心理学会大会において放
課後の小学生の生活や発達についての研究発
表が見られるようになった。請川ら（2009）
は放課後の子どもたちの居場所づくりという
テーマで小学校での保護者への質問紙調査を
行った結果を報告している。蓮見（2009）は
「地域で子どもを育む」ために心理学は何が
できるかというテーマで放課後子ども教室の
取り組みを報告している。「子どもたちの行
動を見ること」に焦点を当てて、放課後教室
でどのように遊んでいるかを観察している。
北原他（2009）も「子どもたちの声を聴く」
ために子どもたちが教室の評価をコンピュー
タで直接入力する方法について報告している。
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入ると、女性の就労が進み、都市への人口流
入や、核家族化が目立ち始めてきた。そのよ
うな状況の中でカギっ子の非行化が問題に
なってきた。この対策として、1963年には厚
生省が「児童館への国庫補助」を開始し、文
部省も1966年に「留守家庭児童会補助事業」
を始めた。しかし、わずか５年後1971年に文
部省は「留守家庭児童会育成事業」を「校庭
解放事業」に統合し、補助金を打ち切った。
放課後の学童対策について文部省はあまり積
極的ではなかったのである。
　1967年以降の学童保育数と国の補助金等の
推移を表１に示す。学童保育数は1990年代か
ら急増している。
₂．学童保育とは
（₁）学童保育の成り立ちとその推移
　第２次世界大戦下、戦争の影響による母親
の就労の増加のため、昼間の保育に欠ける乳
幼児、児童が増大した。さらに戦後になると、
保護されることなく放置された戦災孤児、働
かざるを得なくなった戦争未亡人の子どもた
ちや、戦災で母親を失った父子家庭の子ども
たち等に対する援助が急務となった。そのよ
うな子どもたちの状況の中で、1947年に児童
の人権を尊重し、権利を守ることを掲げた『児
童福祉法』が制定された。
　学童保育に関しては、翌1948年に保育所の
認可を受けた今川学園が大阪市内で法的な措
置を待たずに学童の保育を始めた。自主的な
活動として学童を放課後に預かる施設は戦前
から存在してはいたが、学童保育としてそれ
を始めたのはこの今川学園（大阪市）が最初
であるといわれている（その後今川学園では
1952年に役所に届け出て保育所としての学童
の保育が法的に認められる）。
　1949年には『児童福祉法第39条２項』」が
追加され、そこでは「保育所は～特に必要が
あるときは、日日保護者の委託を受けて、保
育に欠けるその他の児童を保育することがで
きる」と学童保育の必要性が述べられている。
　ところで児童福祉法ではこのように、直接
的に“学童保育”という名称は使われていな
い。現在、“学童保育”という名称は一般的に
使われているが、公的には1997年の児童福祉
法改定以来、この事業は「放課後児童健全育
成事業」、対象児童は「放課後児童」、指導員
は「放課後児童指導員」、学童保育は「放課
後児童クラブ」と呼ばれている。
　戦後の混乱期が終わり、高度経済成長期に
表１　学童保育数と国の補助金等の推移
（注１）国庫補助は、1976～90年度は寿児童健全育成
事業（児童育成クラブ）、1991～97年度は放課後
児童対策事業（児童クラブ）、1998年度からは放
課後児童健全育成事業（放課後児童クラブ）。
（注２）1994～97年度は、補助対象か所数には別途に
加算分がある。（児童数20～35人を１組織とし、
36人以上から２組織、３組織……と数える）
（注３）1998年度以降の補助単価は、開設日が年間
281日以上と200～280日の学童保育で、格差が
ついている。また、児童数が36～70人、71人
以上という２段階の「大規模加算」がある。（表
の168.3万円は、281以上で20～35人の学童保
育の補助単価）
（注４）2007年度から、年間250日以上が基準日となり、
300日を限度に１日開設日が増える毎に13000
円の加算となる。また、児童数による４段階
の区分がある。表の数字は、281日解説の20～
35人の補助単価。
全国区学童保育連絡協議会編（2006）
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件の増加による地域の安全性の低下、子育て
と仕事の両立を支援する必要性のために、」
（内閣府2008）という名目で2006年に「放課
後子どもプラン」が創設された。これは文部
科学省の「放課後子ども教室推進事業（放課
後子ども教室）」（すべての子どもを対象に、
地域の人の参画を得て、学習やスポーツ・文
化活動等の取組みを推進するもの）と厚生労
働省の「放課後児童健全育成事業（放課後児
童クラブ）」（保護者が労働等により昼間家庭
にいない概ね10歳未満（小学校３年生まで）
の児童に適切な遊び及び家庭に代わって安心
感のある安定した生活の場を提供するもの）
の２つに分かれ、原則としてすべての小学校
区での実施を目指すものである。「放課後子
どもプラン」の2007年度の実施状況は「放課
後子ども教室」が6,267か所、「放課後児童ク
ラブ」が16,685か所である（内閣府2008）。
　「放課後児童クラブ」のガイドラインでは
特別支援学校の児童、及び小学４年生以上の
児童を加えることができること、規模は40人
程度が望ましいが、最大70人までとすること、
土曜日、長期休業期間、学校休業日等は８時
間以上開所すること、新１年次については保
育所との連続を考慮し、４月１日より受け入
れること等が定められている。
　現在、運営主体別の割合は公立公営が
54.7％、公社・社会福祉協議会が13.3％、地
域運営委員会が15.4％、父母会が10.4％、法
人個人が14.0％、その他が1.1％となってい
る。また、開設場所の割合は学校内が46.4％、
児童館内が16.5％、公的施設が17.9％、法人
施設が7.4％、民家・アパートが7.4％、その
他が4.3％となっている（全国保育団体連絡
会他2005）。必ずしも整った環境の下で保育
が行われているわけではないのである。
　1976年には厚生省は「都市児童健全育成事
業（児童育成クラブ）」を、1991年には「放
課後児童対策事業（児童クラブ）」を開始した。
1985年の男女雇用機会均等法成立後、専門職
として働く女性が増加し、また社会参加を希
望してパート等で働く女性も増えてきた。
1991年には文部省により月１回土曜日休みが
開始された。このような社会の変化の中で保
育に欠ける就学児の放課後の居場所の問題が
大きくなってきた。
　1997年に『児童福祉法』が改定され、ここ
で初めて学童保育は「放課後児童健全育成事
業（放課後児童クラブ）」として制度化された。
それまでは法的な位置づけなしに運営されて
いたということである。『児童福祉法第６条
２項』で学童保育は「小学校に就学している
おおむね十歳未満の児童であって、その保護
者が労働等により昼間家庭にいないものに、
政令で定める基準に従い、授業の終了後に児
童厚生施設等の施設を利用して適切な遊び及
び生活の場を与えて、その健全な育成を図る
事業」と明記された。学童保育は児童福祉法
と社会福祉事業法に基づく事業としてスター
トした。
　2002年４月からは学校５日制が始まった。
本来はゆとり教育の一貫として土曜日を家族
で過ごし、希薄化した家族力の向上を目指す
目的で考えられた制度ではあったが、実際に
はうまく機能しなかった。例えば、どのよう
に時間を過ごせばよいか分からず戸惑い、結
局塾に通わせゆとりどころか今まで以上に子
どもを忙しくしてしまう場合もあった。その
他、様々な文教政策の変更による混乱が子ど
もの生活の中にも影響を与えることとなった。
　そのような中で、「異年齢の子ども同士の交
流の機会の減少、子どもを巻き込んだ犯罪事
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　授業のある平日の放課後になると、一年生
から順に施設に集まってくる。宿題、自由遊
びとそれぞれの活動をしているうちにおやつ
の時間となる。その後再び行事や活動を始め
る。帰りの時間には掃除、片付けをする。家
が近くの子どもは集団で帰宅する。保護者が
迎えに来る場合もある。午前授業や学校休業
日等の一日保育の場合は昼食（弁当）を食べ
ることになる。活動内容は買い物、おやつ・
食事作り、動物飼育、植物栽培、本読み、読
み聞かせ、日記、工作、行事への参加、近く
の公園での遊び、クラスの友達の家へ行く等
である。体調不良時は静養をさせ、場合によっ
　保育に欠ける者を対象とした従来の学童保
育は徐々に全児童対策に吸収される傾向にあ
る。2009年９月の政権交代により、教育や福
祉に対する扱い（補助金の配当等）がどのよ
うになるかも視野に入れて見守ることも必要
だ。
　次に、現在起こっている待機児童の問題に
ついて述べる。待機児童についての自治体の
対応の遅れに対し、保護者側の自主的な解消
法も見られる。例えば、籍を置いていた学童
保育の年度末の審査で急に対象外となり、次
年度からの放課後の我が子の居場所の確保に
苦慮することとなった保護者の場合には、保
護者同士が協力して自主運営の施設を突貫工
事で作ることで解決を図る。定員は10人弱と
小規模で、取り敢えずは場所が確保できたと
しても保育の質については充分とはいえない。
子どもの身体的な安全の面ばかりではなく、
精神的な面で安らぎの空間になっているかど
うかについても配慮する必要がある。また、
高学年の児童の放課後の居場所についても対
策が遅れている。保育に欠ける児童の受け入
れの対象年齢は小学校低学年・中学年が一般
的である。従って高学年の場合は、安全で適
切な環境を与えられるべき年齢であるにもか
かわらず、所謂カギっ子であったり、保護者
の帰宅時間まで塾で過ごしたり、稽古事をし
ている場合が多い。
（₂）学童保育における子どもの生活
₁）学童保育での過ごし方
　一般的な学童保育の年間行事、平日放課後
の過ごし方・学校休業日（長期休業日－春・夏・
冬休み－や振替休日等）の過ごし方について
は表２に示す。
表₂　学童保育の生活
学童保育の年間行事
４月 入会式・進級式
５月 お楽しみ会
６月 保護者会
７月 夏祭り・キャンプ
８月 プール遠足
９月 球技大会
10月 遠足・学年別懇談会
11月 マラソン
12月 クリスマス会
１月 こま・凧あげ大会
２月 個人面談
３月 卒会式
平日放課後の生活
下校 健康状態確認・宿題・自由遊び・公園遊び
16時 おやつ・片付け
16時半 自由遊び・集団遊び
18時～ お帰り
学校休業日の生活
８時 開所
９時 学習
10時 自由遊び
12時 昼食
13時 休養
14時 集団遊び
16時 おやつ・片付け
16時半 自由遊び・集団遊び
18時～ お帰り
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わかった。
₃．今後の研究計画
　先行研究紹介でも言及したが学童保育につ
いての心理学的アプローチが非常に少ないこ
とがわかる。また学童保育における子どもの
生活と発達に焦点を当てた研究も少ない。し
たがって、今後の研究計画は次のような点に
焦点を当てていきたい。まず子どもは異年齢
集団の中での遊びや他児とのかかわりを通し
て何を経験していくのだろうか。学童保育に
おける異年齢集団の意義を探っていきたい。
今回調べた事例のように学童保育において子
どもたちは、どのような悩みをもち、それを
どのように克服していくのだろうか。その発
達を探っていきたい。そのために新しい環境
への移行期からそこに適応する時期、安定し
た時期、変化や発展の時期などの変遷がある
のかどうかについて発達的に追跡したい。方
法としては観察、インタビュー、質問紙など
を採用する予定である。
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嫌がらずに行くようになったとのことである。
子どもたちは友人と遊ぶことは楽しいが、そ
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との関係の問題は大きな位置を占めることが
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